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                             ① 

 

予算編成についての要望 
 
  

令和６年は、昨年同様に国際情勢等の変化に伴う物価高騰が家計を直撃し、

その状況は現在も続いております。 
しかし、その様な中でも安定した市民生活や事業者の営業活動は維持されな

ければなりません。 
 
 
そして、恵庭市においても、それらの難局を少しでも乗り越えるために市民、

議会、行政が共に納得と共感で理解し合いながら、まちづくりを進めていかな

ければならないと思います。 
 
 
恵庭は、まだまだ可能性があります。その可能性を信じ、これからもそのま

ちづくりに共々に邁進して参りたいと思うところであります。 
 

  
その上で、物価高による市民生活を支援する取り組みは待ったなしの状況で

あります。 
 生活支援策のひとつとして、商品券事業等、様々な取り組みを展開すること

は市民生活における安心感を醸成し、現状求められているところであります。 
 早急の取り組みについても要望するところであります。 

 
 
令和７年度の予算編成においては、今後の事業展開における財政状況を鑑み

ながらも、行財政改革を更に断行し、自主財源の確保、ふるさと納税の推進に

も力を尽くしていただき、市民の皆様が勇気と希望に満ちあふれた市民生活と

なり、それが実感できるメリハリのある最大限に工夫を重ねた、予算編成を要

望致します。 
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＊地域まちづくり・地域経済                      
・島松駅周辺整備事業の促進 
・中小企業の振興、小規模事業者への支援・充実等、商店街の活性化、企業誘致の推進、

雇用創出の強力な推進 
・空き店舗対策、空き家バンクの推進、空き家解体の補助制度の創設 
・活力ある農業、酪農の振興 
・市街地近郊に「農業公園」の設置（農業振興、観光振興の観点から） 
・防災対策の強化（地域防災計画等への住民「特に女性の視点」意見の反映、防災対策

の強化を図るための地域防災計画等の適切な見直し、防災情報伝達の強化、防災ラジ

オの導入、冬場対策、収容避難所の整備、備蓄品整備の充実、感染症流行期における

対策の強化、防災リーダーの育成、地域防災マスターの活用、自主防災組織の早急な

整備支援、学校区単位での自主防災コミュ二ティの組織化と訓練の実施） 
・公共施設耐震化の促進及び非構造部材の耐震化の推進 
・木造住宅の耐震化（耐震診断、耐震助成）の更なる促進 
・防犯対策の強化（警察署の誘致、交番の増設、防犯灯の増設、夜間防犯強化のため地

域との連携等） 
・交通安全対策の強化（自転車走行マナーの徹底、自転車用ヘルメット購入補助制度の

導入、歩行者の安全確保等） 
・除雪、排雪態勢の強化 
・間口除雪の更なる推進と屋根の雪下ろし等の実施、交差点排雪の強化 
・市内交通体制の構築（市内「温泉施設等、工業団地含む」交通網の整備、バス停の増

設、ルートの一部見直し、エコタク対象地域の拡大、駅前駐車場の利便性の向上、駐

輪場の整備等） 
・少子高齢化に伴う住宅住み替え制度の構築 
・市営住宅の建設計画の早期実施、建設にはＰＦＩ等も活用 
・市営住宅の民間の借り上げ制度の推進 
・市営住宅の管理の改善、整備の促進及び入居のあり方の改善 
・公園等の整備（安全対策、施設管理の強化、遊具増設、ドックランの増設、インクル

ーシブ公園、洋式トイレへの整備充実等） 
・自衛隊の体制強化を推進 
・砲撃音による住宅防音工事の対象区域の拡大を関係機関に要望 
・花のまちづくりの推進（市民活動への支援等） 
・期日前投票所の拡大（駅、商業施設、移動式期日前投票所等） 
・奨学金返済一部補助制度（企業等との連携による）の創設 
・運転免許自主返納（特に高齢者）促進の取り組み（特典等）の充実 
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・公共空間防犯カメラ設置補助金事業の促進 

・街路樹等の適切な管理（伐採等）の強化 

・SDGｓ推進への取り組みの強化 

・新市街地の整備促進 
 
＊健康・スポーツ、福祉のまちづくり                           
・介護施設の充実（老人福祉施設等） 
・介護予防の充実促進 
・温泉、銭湯を活用した介護予防施策の更なる推進 
 （高齢者健康増進事業の課題改善、高齢者健康教育事業の充実） 
・自殺予防、うつ病対策の強化（心療内科体制の構築、相談体制の充実、「こころの体

温計」の導入、ゲートキーパーの人材育成） 
・ひきこもり支援の強化（専門家による相談体制の充実、就労支援の充実） 
・音響信号機の増設を関係機関へ要望 
・活字読み上げ装置用の SP コード付文書の充実 
・要約筆記者の養成増員、手話通訳士の養成増員 
・在宅高齢者等配食サービス事業の拡大 
・高齢者ボランティアポイント制度の更なる充実 
・地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築及び認知症サポーターの活動の充実

（医療と介護の連携、認知症カフェの設置、介護予防の強化、多様な生活支援等）、

介護人材確保の取り組みの強化 
・高齢者、障がい者の交通安全の強化 
・障がい者の就労支援及び居場所づくりの推進（農福連携の強化等） 
・障がい者の相談体制の強化 
・虐待相談体制の充実強化 
・介助犬への支援 
・各種検診等の促進（特定健診受診特典制度の導入、若者の検診等）及び胃がん検診の

充実（ピロリ菌リスク検診の導入） 
・地域包括支援センターの充実 
・子ども発達支援センターの充実（相談支援の強化） 
・生活困窮者への支援強化及び生活保護受給者の自立促進と社会参加の推進 
・女性のデジタル人材の育成と就労支援の充実 
・障がい者（児）のスポーツの普及、啓発 
・難聴児の補聴器購入費用の助成拡充（片耳、FM 型受信機） 
・加齢性難聴者への補聴器購入補助制度の創設 



                                         ④ 
・帯状疱疹予防接種費用の助成制度の導入 
・アピアランスケア助成事業の導入 
・屋内体育施設料金の見直し（利用者負担の軽減） 
・通年型スポーツ施設整備の推進 
・既存スポーツ施設の整備充実 
・冬期間の運動する場の確保 
・ヤングケアラー及びケアラー支援の充実 
・認知症ケア技法・ユマニチュードの普及啓発 
 
＊子育てのまちづくり（特に母と子が安心の）               

・安心して子育てできるまち（小児医療の充実、産科の誘致、救急医療の充実） 
・安心して子育てできるまち（待機児童の解消、時間拡大、病児病後児保育等） 
・安心して子育てできるまち（障がい児保育の充実、認定こども園等への支援） 
・安心して子育てできるまち（５歳児検診等の導入） 
・安心して子育てできるまち（子ども食堂への支援充実） 
・フードバンク制度の導入 
・幼児教育支援の強化（幼稚園への支援の強化、適切な保育環境の充実） 
・ひとり親家庭の支援の充実 
・子ども医療費の無料化または助成制度の拡大 
・産後ケアの充実（市内宿泊型） 
・子どもの居場所づくりの推進 
・えにわっこサポートカード事業の充実 
・こども誰でも通園制度の早期導入 
 
 
＊教育・文化のまちづくり 
・少人数学級の推進、学力向上対策の強化、幼、小、中の教育の連携強化 
・外国語教育の推進（特に英語教育の充実） 
・不登校、いじめ対策の強化、薬物乱用防止教育（特に危険ドラッグ）の強化、がん教

育の推進、SNS 等による相談体制の構築 
・更なる「読書のまち」にふさわしい図書館施設のあり方の検討 
・「恵庭市人とまちを育む読書条例」に基づく施策の推進 
・図書宅配サービス事業の利用促進及び利用負担の軽減 
・学校図書館の地域開放 
・若者支援の強化 
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・カリンバ遺跡の整備の促進 
・文化芸術振興条例の制定 
・通学区域の見直し（隣接区域選択制等） 
・地区会館等のバリアフリー化の推進 
・通学路の安全点検の実施と整備（点検箇所の拡大と対策強化） 
・奨学金制度の創設（高等学校等対象）、経済格差のない教育（学習支援）の充実 
・ユニバーサルデザイン授業の導入 
・市民会館、地区会館等の利用時間区分の見直し 
・小中学校の土曜授業、放課後授業、部活動の充実 
・オンライン授業の充実 
・小・中学校の全教室にエアコンの設置 
 
＊行革、財政                             

・公共施設マネジメントの推進 
・PPP 及び PFI の推進（窓口業務の一部、市営住宅管理等） 
・行財政改革の更なる推進 
・適正な事務事業に見合った職員の適正配置 
・市税収納の強化、利便性の向上（相談態勢の強化等） 
・市職員の行革に対する意識の向上 
・公共施設等の WI-FI の整備促進 
 
 
＊環境 
・市民生活に影響の少ない負担軽減となる「ごみ施策」の推進 
・再生エネルギー等の推進及び設置等の関わる助成制度等の推進 
・太陽光発電官民連携事業の推進 
・食品ロス削減の推進 
 
 
＊国際交流・共生 
・中国（貴陽市）との友好親善の強化 
・ニュージーランド(ティマル市)との友好促進 
・国際性豊かなまちの構築（共生できるまちづくり等） 
 


